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東北北部エリア電源接続案件募集プロセスの
対応について

資料１



Ｐ2今回のご報告事項

東北北部エリア電源接続案件募集プロセスに関連し，下記について報告する

１．暫定連系対策

（１）東北北部系統の特徴

（２）２種類の暫定連系対策

（３）基幹ループ系統の暫定連系対策

（４）局所的ループ系統・放射状系統の暫定連系対策

（５）「系統事故前の電源制御」の費用負担等

（６）潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」

（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答
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東北北部系統の構成 Ｐ4

上位２電圧（50万Ｖ，27万Ｖ）を軸とした上位系の「基幹ループ系統」と，
その下位系の「局所的なループ系統」および「放射状系統」（いずれも15万Ｖ以下）
により構成されている

本募集プロセスは基幹ループ系統の制約を起因としており，暫定連系にはその対策が
必要であるが，基幹系統に至るまでの放射状系統等の対策も必要となる場合あり

青森

能代

秋田

宮城

岩手

上北

ループ系の基幹系統

局所的なループ系統

放射状系統
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基幹ループ系統 局所的なループ系統 放射状系統

電圧階級 50万Ｖ，27万Ｖ，15万Ｖ 15万Ｖの一部 15万Ｖ以下

系統構成
複数の電圧階級の送電線によっ
て大規模な多重ループ系統を構
成

同一電圧階級の３線路程度で構
成される小規模なループ系統

基本的に同一電圧階級による
１方向の系統構成

事故時
の様相

広範囲に，複数の電圧に跨った
構成となっており，事故時には
複数の電圧階級の送電線に潮流
が複雑に回り込むため，潮流想
定の難易度が高い

対象範囲が限定的なため，事故
後の潮流想定が比較的容易

１方向の線路であり，潮流の流
れ方は事故前後で変わらないた
め，事故後の潮流状況が明確

設備過負荷
解消失敗時
の影響※

他線路に過負荷が波及し，連鎖
的な設備停止により広範囲が停
電する虞

他線路に過負荷が波及し，連鎖
的な設備停止によりループ系統
全体が停電する虞

隣回線への過負荷波及により，
事故線路以下が停電する虞

１県全体の停電を仮定すれば，
復旧に半日程度を要する可能性
あり
停電に伴う供給力喪失等が大き
く，全国へ影響する

早期に停電復旧可能
停電に伴う供給力喪失等は限定
的

早期に停電復旧可能
停電に伴う供給力喪失等は極め
て限定的

停電時の社会コスト：
92～295億円

1県ほぼ全域停電100万kW×3～5時間

停電時の社会コスト：
6～12億円

県の一部地域停電20万kW×1時間

停電時の社会コスト：
3～6億円

15万Ｖ変電所1個所停電10万kW×1時間

各構成の特徴

※2016年4月26日 広域機関 第1回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料7より，停電コスト3,050～5,890 （円/kWh）として試算



事故時の状況（基幹ループ系統） Ｐ6

Ａ線１回線事故時には，残回線の潮流が増加すると共に，ループ系統内の
複数の電圧階級の送電線（Ｂ線，Ｃ線，Ｄ線）に潮流が回り込むなど，複
雑な様相となる

Ａ線１回線
事故

青森

能代

秋田

宮城

岩手

上北

2190
MW

0MW

699MW
1266MW

282MW

579MW

×

×

A線

C線

B線

D線

青森

能代

秋田

宮城

岩手

上北

1355
MW

1355
MW

476MW
1111MW

222MW

684MW

A線

B線

C線

D線



Ｐ7事故時の状況（局所的なループ系統）

Ａ線１回線
事故

局所的なループ系統

476MW

456MW

174MW
100MW

27MW

27MW

128MW

15万V系統
27万V系統

Ａ線

Ｂ線

Ｃ線

476MW

456MW

174MW
109MW

45MW

0MW

119MW

Ａ線

Ｂ線

Ｃ線

27万V系統
15万V系統

Ａ線１回線事故時には，残回線の潮流が増加すると共に，１５万Ｖループ
系統内の送電線（Ｂ線，Ｃ線）の潮流は変化するが，影響は同ループ系統
内に限定されるため，事故後の潮流想定が比較的容易

（２７万Ｖ系統への突き上げ潮流は変化しない）

27万Ｖ系統への突き上げ潮流：

27MW×2 ＋ 100MW ＝ 154MW

27万Ｖ系統への突き上げ潮流：

45MW ＋ 109MW ＝ 154MW （事故前と同じ）

Ａ線潮流 Ｂ線潮流 Ａ線潮流 Ｂ線潮流



Ｐ8事故時の状況（放射状系統）

Ａ線１回線
事故

放射状系統

289MW

173MW

9MW

41MW

37MW

37MW

4MW

4MW

8MW

0MW

289MW

173MW

9MW

41MW

37MW

37MW

６万Ｖ系統

Ａ線 Ａ線

Ａ線１回線事故時には，残回線の潮流が倍増するが，同一電圧の放射状系
統の潮流は，１方向の系統であることから事故前後で変わらないため，事
故後の潮流状況が明確



Ｐ9

１．暫定連系対策

（１）東北北部系統の特徴

（２）２種類の暫定連系対策

（３）基幹ループ系統の暫定連系対策

（４）局所的ループ系統・放射状系統の暫定連系対策

（５）「系統事故前の電源制御」の費用負担等

（６）潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」

（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答



Ｐ10

Ｇ 20万kW
10万kW

10万kW 20万kW

１回線
事故後

容量内

Ｇ 20万kW

１回線あたりの設備容量30万kW

ＧＧ

Ｇ

16万kW

20万kW
18万kW

18万kW 36万kW
１回線
事故後

過負荷(30万kW超過)

Ｇ

16万kW

20万kW

暫定連系者

従前の考え方であれば，上図の暫定連系者は連系不可となるが，
ある制御を前提に連系を可能とする

従前：単一事故（Ｎ－１事故）で設備が過負荷とならないよう流通設備を形成

暫定連系者
の連系

２種類の対策が考えられる
事故後の過負荷発生を受け過負荷を解消する 系統事故時の電源制御（事故時制御）

事故前に過負荷状況を事前想定し，過負荷を事前に解消する系統事故前の電源制御（事故前制御）

⇒ 各系統の特徴を踏まえ，２種類の対策の適用を検討する

ｼﾝﾌﾟﾙな２回線送電系統での例

暫定連系対策の必要性



Ｐ11暫定連系対策 事故時制御（Ｎ－１電制）

Ｇ

事故時制御（Ｎ－１電制）については広域機関の広域系統整備委員会で議論中（Ｐ１３以降参照）

Ｇ

Ｇ

16万kW

20万kW
18万kW

18万kW

36万kW
↓

20万kW

検出装置 暫定連系者
を遮断

事故時制御

１回線
事故後

・事故後，残回線に設備容量30万kWを超える規模の潮流が流れたことに伴っての設
備過負荷を検出したことを受け，暫定連系者を遮断して過負荷解消をはかる

・平常時の潮流を送電線２回線の設備容量（60万kW）に収める必要があり，Ｎ－１
電制による連系拡大は送電線２回線の設備容量（60万kW）が上限

容量内

（Ｎ－１電制）

過負荷(30万kW超過)

Ｇ

0万kW

20万kW

10万万kW

20万kW
15万kW

15万kW 30万kW

検出装置

１回線
事故後

容量内

10万kW

20万kW

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

暫定連系者

既連系電源等
Ｇの出力が
変われば

１回線事故発生後の設備過負荷の検出 ⇒ 電制により過負荷解消

１回線あたりの設備容量30万kW

遮断不要



Ｐ12暫定連系対策 事故前制御

ＧＧ

Ｇ

16万
→10万kW

20万kW
15万kW

15万kW 30万kW

事故前制御

１回線
事故後

容量内

Ｇ

10万kW

20万kW

20万kW
15万kW

15万kW 30万kW
１回線
事故後

容量内

10万kW

20万kW

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

暫定連系者

既連系電源等

制御ｼｽﾃﾑ
上限を指令

制御ｼｽﾃﾑ

・１回線事故時の残回線潮流を事前に想定し，１回線あたりの設備容量30万kWを超
えることが想定される場合は，２回線合計潮流が１回線あたりの設備容量30万kW以
下となるよう，暫定連系者の出力を事前に制御しておく

・平常時の出力制御により常時潮流を適切に設備容量内に収められるため，出力制御
を前提とすれば，送電線２回線の設備容量（60万kW）を超える規模でも連系拡大が
可能

１回線事故発生時の設備過負荷を事前想定
⇒ 事前の出力制御により事故時の過負荷発生を回避

１回線あたりの設備容量30万kW

Ｇの出力が
変われば

制御されない

10万kW



Ｐ13（参考）Ｎ－１電制に関する全国大の整理状況

平成29年1１月２日 広域機関 第2７回広域系統整備委員会 資料１（１）
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平成３０年２月１４日 広域機関 第３０回広域系統整備委員会 資料１

（参考）Ｎ－１電制に関する全国大の整理状況
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平成３０年２月１４日 広域機関 第３０回広域系統整備委員会 資料１

（参考）Ｎ－１電制に関する全国大の整理状況
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（空 白）
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（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答



Ｐ18基幹ループ系統の暫定連系対策

複雑な系統構成である基幹ループ系統については，平成30年1月30日の第14回系統
ＷＧで紹介したとおり，他送電線の潮流状態に影響を受けるため，ループ系統の全
体の潮流把握が必要などの課題があり，それに対応した暫定連系の仕組みが必要

以降，基幹ループ系統へ事故時制御（Ｎ－１電制）を適用した場合，
事故前制御を適用した場合のシステム構成等について整理する

事故

 

宮城 

新庄 

 

秋田 
 

岩手 
 

 

宮城 

新庄 

 

秋田 
 

岩手 
 

他送電線の事故の
潮流回り込みを

想定する必要あり

 基幹ループ系統の潮流状況は，他送電線の潮流状態に大きく影響を受ける。
 さらに，多くの電源や需要が複雑に接続されているため，それらの運用状態によって潮流分布が変わる。
 このため，ループ系統内の送電線事故時の影響を予測するためには，ループ系統全体の潮流状況の把握

が必須。

(第14回ＷＧでの報告事項)



Ｐ19基幹ループ系統への事故時制御（Ｎ－１電制）

＜システムの動作内容＞
 系統全体の潮流状況を情報取得の上で，想定事故計算を実施し，自回線

の残回線や，他送電線の過負荷を想定する
 想定事故計算の中で，過負荷解消に必要な電制量を計算し，実際に事故

が発生した場合，その内容を実行する

＜必要な条件整備＞
 事故後の短時間で系統の過負荷を解消させる必要があるため，高速な通

信回線が必要
 発電所側の制御にも瞬時性が必要（連系用遮断器開放による対応）

事故時制御（Ｎ－１電制）の概要



Ｐ20事故時制御（Ｎ－１電制）のシステム構成

拠点変電所

拠点変電所
拠点変電所

拠点変電所拠点変電所

親局：制御システム

Ｇ
Ｇ

Ｇ

Ｇ
Ｇ

子局：
端末装置

通信
装置

発電所

Ｇ

Ｇ

Ｇ

CB遮断

中央給電指令所

新規開発

子局：端末装置
（発電所）

通信
装置

通信
装置

子局：端末装置
（発電所）

通信
装置

遮断信号

発電機出力

専用回線
（高速伝送）

新規整備

基幹ループ系統の
全電気所情報

給電情報ネットワーク

発電機出力
電圧・潮流・開閉器
過負荷検出信号

親局：制御システム
（中央給電指令所）

中継局
（拠点変電所）

通信
装置

通信
装置

遮断信号

中継局
（拠点変電所）

発電機出力

通信
装置

専用回線
（高速伝送）新規開発
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項目 機能など

親局
（中央給電指令所）

• 系統の潮流状況に基づく想定事故計算により，事故時の過負荷解消
に必要な電制量を計算し，実際に事故が発生した場合，その内容を
実行する

• 電制による過負荷解消効果を適正に把握するために，電制対象の運
転状況について情報取得が必要

導入費用：20億円程度（2系列，負担は別途整理）
導入 3年

通信回線

• 親局～子局間で高速専用回線を2ルート新規で整備する（一部は既
設の通信回線網を活用）

※ 通信回線の信頼度について別途評価が必要

１案件あたり 導入費用：5千万円程度（事業者負担）
導入 1年程度

子局
（発電所）

• 親局からの遮断信号を受信し，連系用遮断器を開放する
• 信頼度確保から２系列設置

１案件あたり 導入費用：2千万円程度（2系列，事業者負担）
導入 1年程度

事故時制御（Ｎ－１電制）のシステム構成



Ｐ22事故時制御（Ｎ－１電制）の課題

＜Ｎ－１電制の制御対象者の選定＞
 例えば，規模が小さい高圧連系案件はＮ－１電制の制御対象とせず，規

模の大きい特高連系案件を制御対象とする方法が考えられる
 また，電制が一部の暫定連系者の電制で済む場合は，Ｎ－１電制の制御

対象から，あらかじめ決めておいた順位等に基づき，制御対象を選定す
る必要がある

 このように，暫定連系者の一部を対象とする場合などは，制御対象者と
非制御対象者間の発生電力量差の補償のあり方等，暫定連系者間の公平
性や補償ルールに関して課題がある

⇒ 広域機関でのＮ－１電制の補償ルールに関する議論等を踏まえた上で，
採用について検討していく必要がある

＜設備過負荷解消失敗時の影響が大＞
 設備過負荷解消失敗時は大規模停電に至る可能性があるため，基幹ルー

プ系統の過負荷解消が確実に実施できることが必須
 事故時制御を多数の変動電源を対象に実施する場合は，複雑な制御が必

要と考えられ，高信頼度なシステムとする必要がある



Ｐ23基幹ループ系統への事故前制御

＜システムの動作内容＞
 系統全体の潮流状況を情報取得の上で，想定事故計算を実施し，自回線

の残回線や，他送電線の過負荷を想定する
 想定事故計算の中で，過負荷解消に必要な制御量を計算し，暫定連系者

に上限指令値を指令

＜必要な条件整備＞
 系統に過負荷を発生させないよう常時の出力制御を行うため，高速な通

信回線整備は不要
（系統連系対応で整備する低速な通信回線が活用可能）

 発電所側の制御に瞬時性は不要であり，出力調整による対応でも可

⇒ 太陽光・風力については，需給面の出力制御対応で別途構築整備する
通信回線等が活用可能

事故前制御の概要



Ｐ24事故前制御のシステム構成

制御信号汎用通信回線
（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線など）

子局：遠隔出力制
御装置 (発電所)

通信
装置

親局：制御システム

制御信号

Ｇ
Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

子局：
遠隔出力
制御装置

通信
装置

発電所

Ｇ 制御

需給面の出力制御システム

中継局
（変電所）専用回線

Ｇ

Ｇ

Ｇ

制御信号
子局：遠隔出力制
御装置 (発電所)

通信
装置

通信
装置

制御信号
通信
装置

公衆回線等

特別高圧
連系

高圧連系

中央給電指令所

新規開発

太陽光・風力は，需給面の出力制御対応で別途構築する環境を活用

（太陽光・風力以外は連系要件の通信回線を活用するなど新規整備）

基幹ループ系統の
全電気所情報

給電情報ネットワーク

発電機出力
電圧・潮流・開閉器

発電機出力

通信
装置

通信
装置

需給面の出力制御ｼｽﾃﾑ
（中央給電指令所）

親局：制御システム
（中央給電指令所）

新規開発



Ｐ25事故前制御のシステム構成

項目 機能など

親局
（中央給電指令所）

• 系統の潮流状況に基づく想定事故計算により，事故が発生した場合
でも設備容量に収めるために必要な制御量を計算

• 暫定連系者への上限指令値指令や，制御対象の運転状況の情報取得
については，需給面の出力制御対応で別途構築する環境を活用

導入費用：20億円程度（2系列，負担は別途整理）
導入 3年程度

通信回線

• 連系要件で整備する低速な通信回線で対応可
• 太陽光・風力については，需給面の出力制御対応で別途構築整備す

る通信回線等を活用（暫定連系に係る導入費用は0円）

１案件あたり 導入費用：0円～数百万円程度（事業者負担）
導入 1年程度

子局
（発電所）

• 親局からの上限指令値を受信し，ＰＣＳ等により出力制御
（太陽光・風力については，需給面の出力制御対応で別途整備する

遠隔出力制御装置を活用，暫定連系に係る導入費用は0円）

１案件あたり 導入費用：0円～数百万円程度（事業者負担）
導入 1年程度



Ｐ26

（空 白）



Ｐ27基幹ループ系統の暫定連系対策（拡大量）

事故時制御（Ｎ－１電制） 事故前制御

連系
拡大量

送電線の２回線容量を超える規模の連系
は不可

系統制約面では連系拡大量に制限なし
（平常時の出力制御により常時潮流を適切に
設備容量内に収められるため，出力制御を前
提とすれば，送電線の２回線の設備容量を超
える規模でも連系拡大が可能）

制約線路が秋田方面の送電線であるため，その制約線路に近い地点ほど，制約線路の潮流増
大の影響が大きく
・秋田県に暫定連系案件が集中した場合，40万kW程度で制約線路の潮流が２回線容量に達する一方
・制約線路に遠い岩手県に暫定連系案件が集中した場合は，100万kW程度で制約線路の潮流が２回線

容量に達する

・各県の代表地点で単独に連系拡大した場合を想定

⇒ 連系地点によって拡大量が異なるため，暫定連系拡大量は入札結果を踏まえての検討が必要

⇒ 上記の２回線容量を超える規模の連系には，事故前制御の適用が必要（この場合，事故時制
御と事故前制御の２つが存在することに伴う暫定連系者間の公平性や補償措置に関して課題あり）

青森県 岩手県 秋田県

拡大量
発生電力ﾍﾞｰｽ

70万kW程度 100万kW程度 40万kW程度

事故時制御（Ｎ－１電制）と事故前制御の連系拡大量面の比較



Ｐ28

（空 白）



Ｐ29基幹ループ系統の暫定連系対策（発生電力量）

事故時制御（Ｎ－１電制）と事故前制御の発生電力量面の比較

〔事故時制御（Ｎ－１電制）〕

• ２回線容量を超える規模の連系はできないため，連系拡大量は最大でも
100万kW程度（Ｐ２７ 岩手県に暫定連系が集中した場合）

• 系統事故がない限り，出力制御は行われないため，平常時の出力制御は
需給面のみの実施

〔事故前制御〕

• 出力制御を前提に，系統制約面では連系拡大量に制限はない
• 事故の有無に係わらず，事故発生を想定した系統面の出力制御が行われ

るため，需給面の出力制御に，さらに平常時の系統面の出力制御が加わ
る（事故時制御より制御率が悪化する）

需給面の出力制御は暫定連系対策に係わらず行われる
（暫定連系対策に係わらず，需給面の出力制御に伴う制御率は同じ）



Ｐ30基幹ループ系統の暫定連系対策（発生電力量）

平成30年1月30日 第14回系統WG報告資料P28の連系線活用量224万kWケースの試算条件での
暫定連系対策毎の制御見通しの比較

暫定連系量100万kWでの制御率
事故時制御：4％ ⇔ 事故前制御：6％

年間あたりの発生電力量で270万kWh程度の差
（kWあたり年間で25.2kWh/kW程度）

暫定連系量100万kWでの制御率
事故時制御：1％ ⇔ 事故前制御：5％

年間あたりの発生電力量で7,290万kWh程度の差
（kWあたり年間で91.4kWh/kW程度）

事故時制御（Ｎ－１電制）の拡大量は最大値の100万kWと仮定※
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事故時制御（Ｎ－１電制）
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御
率

（
％
）

暫定連系量（万kW）

風力制御率

事故前制御

事故時制御（Ｎ－１電制）

事故前制御は平常時の系統面の出力制御が加わる分
事故時制御より制御率が高くなる（発生電力が減少する）

事故前制御は平常時の系統面の出力制御が加わる分
事故時制御より制御率が高くなる（発生電力が減少する）

※ 暫定連系の電源種別は，応募に応じた均等圧縮に基づき考慮
暫定連系拡大量100万kWの内訳：太陽光10.7万kW，風力79.8万kW，その他9.5万kW

注）制御率 ＝ 年間あたりの出力制御量(kWh) ÷ 年間あたりの制御前発電想定量(kWh) 



Ｐ31（参考）事故前制御が必要となる状況

太陽光と風力の発電時間帯が重なった場合，事故前制御が必要となる傾向

太陽光

風力

太陽光と風力の発電時間帯が重なるよ
うなケースは限定的であり，暫定連系
拡大量100万kW程度であれば，年間
200時間程度

⇒ 事故時制御と事故前制御との間で，
発生電力量に大きな差がない



Ｐ32（参考）事故時制御適用に伴う追加コスト回収の可能性

※１ 非住宅用太陽光（10kW以上2,000kW未満）の2018年度買取価格

2,000kW以上の非住宅用太陽光は入札制に移行済みなため，代替として上記の価格を使用

※２ 事故時制御の導入コスト：7千万円程度（通信回線 5千万円程度＋子局 2千万円程度）

－ 事故前制御の導入コスト：1千万円程度（通信回線 数百万円程度＋子局 数百万円程度）

※３ 陸上風力の2018年度買取価格

暫定連系案件の規模を3万kWとした場合の試算

〔太陽光〕

・Ｎ－１電制適用による発生電力拡大量：kWあたり年間で25.2kWh/kW程度

・買取価格：18円/kWh※１

3万kW×25.2kWh/kW×18円/kWh ＝ 1,360.8 万円/年

⇒ 事故時制御（Ｎ－１電制）と事故前制御の導入ｺｽﾄ差 約6千万円※２については，
本試算条件のもとでは暫定連系期間5年程度で回収可能な見込み

〔陸上風力〕

・Ｎ－１電制適用による発生電力拡大量：kWあたり年間で91.4kWh/kW程度

・買取価格：20円/kWh※３

3万kW×91.4kWh/kW×20円/kWh ＝ 5,484.0 万円/年

⇒ 事故時制御（Ｎ－１電制）と事故前制御の導入ｺｽﾄ差 約6千万円※２については，
本試算条件のもとでは暫定連系期間2年程度で回収可能な見込み



Ｐ33（参考）事故時制御と事故前制御の組合せ適用（１/３）

事故時制御（Ｎ－１電制）の単独適用は連系拡大量に限界あり

⇒ 限界以降は事故前制御とする組合せを検討

Ｐ３０提示ケースにおいて

暫定連系量１００万kWまでは，岩手県の連系案件が

事故時制御適用により暫定連系すると仮定

以降の暫定連系拡大については，事故前制御を適用することとして，

残りの案件を応募に応じ均等圧縮することで連系拡大模擬

〔岩手県の暫定連系案件100万kW内訳〕

太陽光33.1万kW，風力62.5万kW，その他4.4万kW

総暫定連系量を400万kWとした場合の

〔暫定連系量追加分300万kW内訳〕

太陽光32.1万kW，風力239.3万kW，その他28.6万kW
（岩手県での事故時制御適用案件100万kWを除く）
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Ｐ34（参考）事故時制御と事故前制御の組合せ適用（２/３）

事故時制御 暫定連系量100万kW以上は事故前制御 事故時制御 暫定連系量100万kW以上は事故前制御

青線：（事故時制御と事故前制御組合せケース）
事故時制御を適用した暫定連系者100万kWの制御見通し
（100万kW以上は事故前制御の暫定連系量拡大に伴う需給面の制御見通し相当）

 事故時を除いては系統面での出力制御が不要なため，需給面の出力制御のみ

 100万kW以降は，事故前制御適用案件の暫定連系拡大に伴う需給面の出力制御拡大の影響を受け，
制御率が拡大

緑線：（事故時制御と事故前制御組合せケース）
事故前制御適用者100万kWを超える連系に対し，事故前制御を適用した場合の
事故前制御適用者の制御見通し

 需給面の出力制御に系統面の出力制御が加わるため，暫定連系拡大とともに制御率が増加

赤線：（比較対象として描画）全暫定連系者に対し事故前制御を適用した場合の制御見通し
（Ｐ３０の赤線と同じ）



Ｐ35（参考）事故時制御と事故前制御の組合せ適用（３/３）

• 事故時制御は適用が100万kWまでに限定されるが，需給面の出力制御のみのため，100万
kWを超え事故前制御の適用者が拡大するほど，事故前制御適用者より制御率改善効果が大
きくなる

• 事故時制御と事故前制御の組合せにより，暫定連系者の一部が事故時制御（Ｎ－１）に移
行することで，事故前制御適用者についても系統面の出力制御状況が緩和し，制御率が改
善する効果が得られる

⇒ 組合せ適用は暫定連系者トータルの発生電力を拡大する効果がある

（Ｎ－１電制の制御対象の選定や，事故時制御と事故前制御の発生電力量差の扱いが課題）

暫定連系量400万kWでの事故時制御と事故前制御組合せケースと事故前制御単独適用ケースの比較

組合せ適用による
制御率改善状況

組合せ適用による
発生電力拡大状況

kWあたりの
年間発電量差

事故時制御
適用者

10ポイント 4,240万kWh 128.1kWh/kW

事故前制御
適用者

4ポイント 1,640万kWh 51.3kWh/kW

組合せ適用による
制御率改善状況

組合せ適用による
発生電力拡大状況

kWあたりの
年間発電量差

事故時制御
適用者

19ポイント 27,110万kWh 433.8kWh/kW

事故前制御
適用者

8ポイント 43,710万kWh 182.7kWh/kW

太陽光 風力

• 今回の制御見通しの試算は，系統ＷＧにおける接続可能量の算定方法をベースにしている。

• なお，これまでの系統ＷＧでの議論や，再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
での情報公表・開示に関する議論状況等を参考に，暫定連系を希望する事業者の予見性を高める仕組みに
ついて検討していく。



Ｐ36

（空 白）



Ｐ37基幹ループ系統の暫定連系対策（その他）

事故時制御（Ｎ－１電制） 事故前制御

その他
拡大量を増加させた場合，電制時に周波
数変動を生じる

－

拡大量増加＝電制の必要制御量拡大 ⇒ 電制時の周波数変動の拡大

• 電制量が40万kW程度を超えると，最小需要時には常時の周波数変動範囲である50±0.2Hz
を逸脱する可能性あり ← 東北エリアのみならず，50Hzエリア全体に影響

• 常時の周波数変動範囲を超える規模の電制を行う場合は，電制に伴う供給力喪失に対する
予備力の手当てについて考慮する必要あり

• 基幹系ループ系統内のＮ－１事故実績は少ないものの，年によって多く発生している場合
もあり，その際の周波数変動リスクや，過負荷解消失敗時の大規模停電リスクについて慎
重に考える必要がある

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

北部エリアでの
電圧１５万Ｖ以上の系統
の１回線事故実績

3件 0件 3件 1件 11件 6件 2件 2件 0件

4月3日～4日
爆弾低気圧通過に
伴う事故10件



Ｐ38

平成２９年１２月１９日 広域機関 第２８回広域系統整備委員会 資料１

（参考）Ｎ－１故障時の電制量に関する全国大の整理状況



Ｐ39基幹ループ系統の暫定連系対策（まとめ）

事故時制御（Ｎ－１電制） 事故前制御

ｼｽﾃﾑ
構成

親局

• 系統の潮流状況に基づく想定事故計算に
より，事故時の過負荷解消に必要な電制
量を計算し，実際に事故が発生した場合，
その内容を実行する

• 系統の潮流状況に基づく想定事故計算に
より，事故が発生した場合でも設備容量
に収めるために必要な制御量を計算し，
暫定連系者に対し，出力制御ｼｽﾃﾑ経由
で上限値を指令

通信
回線

• 親局～子局間で高速な専用回線を新規で
整備

• 連系要件で整備する低速な通信回線で対
応可

• 太陽光・風力については，需給面の出力
制御対応で別途構築整備する通信回線等
を活用

子局

• 親局からの遮断信号を受信し，連系用遮
断器を開放する

• 親局からの上限指令値を受信し，ＰＣＳ
等により出力制御

• 太陽光・風力については，需給面の出力
制御対応で別途整備する遠隔出力制御装
置を活用

導入
コスト

（親局の費用負担を除き）
～7千万円程度

（親局の費用負担を除き）
0円～1千万円程度

工期 3年程度 3年程度



Ｐ40基幹ループ系統の暫定連系対策（まとめ）

事故時制御（Ｎ－１電制） 事故前制御

連系拡大量 最大でも100万kW程度 系統制約面では連系拡大量に制限なし

発生電力量
事故時を除き，需給面の出力制御のみとなる
ため，発生電力量は事故前制御より増加

需給面の出力制御に，系統面の出力制御が加
わるため，発生電力量は事故時制御より減少

信頼度
• 設備過負荷解消失敗時は大規模停電に至

る虞（停電時の社会ｺｽﾄ：92～295億円）
⇒ システムの信頼度が重要

－

その他

• Ｎ－１電制の制御対象者をどう選定する
かが課題であり，ルール化が必要

• 拡大量を増加させた場合，電制時に周波
数変動を生じる

－



Ｐ41

１．暫定連系対策

（１）東北北部系統の特徴

（２）２種類の暫定連系対策

（３）基幹ループ系統の暫定連系対策

（４）局所的ループ系統・放射状系統の暫定連系対策

（５）「系統事故前の電源制御」の費用負担等

（６）潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」

（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答



Ｐ42「局所的ループ系統」「放射状系統」の対応方針

広域機関の議論を踏まえ，本プロセス中についても，

放射状系統等に対しては「Ｎ－１電制」を最大限活用することで

系統増強を回避し，連系拡大をはかっていく所存

 いずれも系統構成が単純であり，事故後の状況も複雑ではないため，
Ｎ－１電制適用が容易な環境にある

 広域機関において，流通設備の効率向上施策として，放射状系統などに
対してＮ－１電制を適用し，既存系統での連系拡大をはかっていく方針
が検討されている



Ｐ43（参考）「局所的ループ系統」「放射状系統」のＮ－１電制システムの構成

Ｇ

《局所的なループ系統》 《放射状系統》

Ｇ

Ｇ

過負荷検出
装置

端末
装置

端末
装置

通信
装置

通信
装置

通信
装置

通信
装置

変電所 発電所

発電所

過負荷検出
装置

端末
装置

端末
装置

通信
装置

通信
装置

通信
装置

通信
装置変電所 発電所

発電所

過負荷検出
装置

Ｇ
通信
装置

通信
装置

 対象送電線への過負荷検出装置設置により，自回線の過負荷を検出し電制を行う

 「局所的なループ系統」と「放射状系統」で基本的なシステム構成は同じ

専用回線（高速伝送）

専用回線（高速伝送）

専用回線
（高速伝送）

遮断信号

遮断信号

遮断信号

遮断信号

遮断信号

過負荷検出装置
（現地電気所）

端末装置
（発電所）

通信
装置

通信
装置

基本的なｼｽﾃﾑ構成



Ｐ44（参考）「局所的ループ系統」「放射状系統」のＮ－１電制システムの構成

項目 機能など

過負荷検出装置
（現地電気所）

• 送電線潮流の実測により過負荷の発生有無を検出
• 過負荷を検出した場合は，あらかじめ定められた制御対象へ遮断信

号を送信する

導入費用：数千万円程度（1系列，負担は別途整理）
導入 1年程度

通信回線

• 過負荷検出装置～端末装置間で高速専用回線を2ルート新規で整備
する

（端末装置などに比べて伝送擾乱や点検等により比較的停止する
機会が多い伝送系については2ルートで構成する）

１案件あたり 導入費用：5千万円程度（事業者負担）
導入 1年程度

端末装置
（発電所）

• 過負荷検出装置からの遮断信号を受信し，連系用遮断器を開放する

１案件あたり 導入費用：1千万円程度（1系列，事業者負担）
導入 1年程度



Ｐ45

親局：制御システム

Ｇ
Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

需給面の
出力制御システム

Ｇ

Ｇ

Ｇ

中央給電指令所

Ｇ

過負荷検出
装置

端末
装置

通信
装置

通信
装置

変電所

発電所

通信
装置

放射状系統における
過負荷発生時の遮断信号

基幹ループ系統における
事故前制御システムからの抑制信号

「局所的ループ系統」「放射状系統」に連系する
暫定連系者は，基幹ループ系統における暫定連系
対策（本スライドでは事故前制御で例示）と，
連系先の「局所的ループ系統」「放射状系統」で
のＮ－１電制の両者への対応が必要

CB遮断

遠隔出力
制御装置

出力制御

基幹ループ系統の暫定連系対策システムと局所的ループ系統のＮ－１電制システム
双方から制御信号を受信する構成となる

（参考）「局所的ループ系統」「放射状系統」の連系案件の暫定連系対応
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（空 白）
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１．暫定連系対策

（１）東北北部系統の特徴

（２）２種類の暫定連系対策

（３）基幹ループ系統の暫定連系対策

（４）局所的ループ系統・放射状系統の暫定連系対策

（５）「系統事故前の電源制御」の費用負担等

（６）潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」

（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答



Ｐ48事故前制御の対応方針

事故前制御については，前述のようなシステム構成を考えているが，
今後，広域機関の場でノンファーム型接続のスキームが整理され次第，
それを反映していく

 暫定連系対策で中給に整備する制御システムについては，将来のノン
ファーム型接続に活用していくとして，基本的に暫定連系者に負担を求
めない方向としたい
（ノンファーム型接続に係る費用負担については，広域機関等での議論を踏まえ，ノン
ファーム型接続者との負担について別途整理が必要）

 ノンファーム型接続のスキームが整理され次第，暫定連系対策の制御シ
ステムのノンファーム型接続への適合性について評価し，その費用負担
のあり方について，あらためて評価頂くこととしたい

費用負担について



Ｐ49

１．暫定連系対策

（１）東北北部系統の特徴

（２）２種類の暫定連系対策

（３）基幹ループ系統の暫定連系対策

（４）局所的ループ系統・放射状系統の暫定連系対策

（５）「系統事故前の電源制御」の費用負担等

（６）潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」

（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答
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(第14回ＷＧでの報告事項)

今回検討

潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」（１/４）

第14回系統ＷＧでご指摘頂いた潮流感度を考慮した出力制御上限値の
適用について検討した
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〔前回検討〕

全暫定連系者に対し

一律の上限値を指令

Aエリア電源

上限一律３０％
（定格出力比）

Bエリア電源 Cエリア電源

〔今回検討〕

調整対象の送電線に対する

潮流感度に基づき重み付け

した上限値を指令

〔秋田県内の送電線を過負荷調整対象とした場合の例〕
過負荷調整対象線路に対する潮流感度を，岩手県案件を１とした場合，青森県案件で1.5倍，

秋田県案件で2.5倍の感度

Aエリア電源
（感度：高）

Bエリア電源
（感度：中）

Cエリア電源
（感度：低）

上限２０％
上限３５％

上限５０％

定格出力（100％）

定格出力（100％）

潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」（２/４）

（具体的な重み付けについては
別途検討が必要）
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Ｐ52

一律制御の試算結果（平成30年1月30日 第14回系統WG報告資料P27）

全体の制御率が１ポイント程度改善
ただし，秋田県内の連系案件の制御率が６ポイント程度悪化

全体の制御率が１ポイント程度改善
ただし，秋田県内の連系案件の制御率が２ポイント程度悪化

潮流感度で重み付け

潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」（３/４）

（拡大）

（拡大）



Ｐ53

いったんは一律制御で開始することとするが，

今後の広域機関での議論などを参考に，制御方法の詳細について
引き続き検討していく

潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」（４/４）

暫定連系者
全体の制御率

青森県連系案件
の制御率

岩手県連系案件
の制御率

秋田県連系案件
の制御率

太陽光
一律制御 44.1％

潮流感度考慮後 43.3％↓ 43.6％↓ 42.8％↓ 45.7％↑

風力
一律制御 36.3％

潮流感度考慮後 36.0％↓ 33.9％↓ 29.6％↓ 42.3％↑

潮流感度の考慮の有無による制御率の変化（暫定連系量400万kW)

 今回試算した制御手法【潮流感度で重み付け】では，制御率の改善効果はわずか
⇒ 応募電源は青森県（潮流感度：中）に集中しており，指令値に地域差を設定

しても効果が小さい
 いずれしても，実現にはルールの事前決定が必要であり，また暫定連系者の連系

地点等によって出力制御量が異なるため，暫定連系者間の公平性が課題



Ｐ54

（空 白）
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１．暫定連系対策

（１）東北北部系統の特徴

（２）２種類の暫定連系対策

（３）基幹ループ系統の暫定連系対策

（４）局所的ループ系統・放射状系統の暫定連系対策

（５）「系統事故前の電源制御」の費用負担等

（６）潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」

（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答



Ｐ56暫定連系対策に関するまとめ

 「基幹ループ系統」の暫定連系対策については，事故時制御（Ｎ－１電制）・事故
前制御，それぞれメリット・デメリットがあることから，本日のＷＧでの議論を踏
まえ，方針を決めていきたい

 一方，「局所的ループ系統」「放射状系統」については，Ｎ－１電制適用により連
系拡大をはかっていく

 暫定連系希望者は，基幹ループ系統の暫定連系対策と，連系先の放射状系統等での
Ｎ－１電制の両者への対応が必要

 暫定連系を希望する事業者の予見性を高める情報開示等の対応についても，検討し
ていく

事故時制御（Ｎ－１電制） 事故前制御

制御ｼｽﾃﾑの
導入ｺｽﾄ

（親局を除き）
～7千万円程度

（親局を除き）
0円～1千万円程度

連系拡大量 最大でも100万kW程度 系統制約面では連系拡大量に制限なし

発生電力量 事故発生時のみ出力制御のため影響軽微 平常時の出力制御のため影響あり

信頼度
• 設備過負荷解消失敗時は大規模停電に至

る虞があり，ｼｽﾃﾑの信頼度が重要
－

その他

• Ｎ－１電制の制御対象者をどう選定する
かが課題であり，ルール化が必要

• 拡大量を増加させた場合，電制時に周波
数変動を生じる

－



Ｐ57

１．暫定連系対策

（１）東北北部系統の特徴

（２）２種類の暫定連系対策

（３）基幹ループ系統の暫定連系対策

（４）局所的ループ系統・放射状系統の暫定連系対策

（５）「系統事故前の電源制御」の費用負担等

（６）潮流感度を考慮した「系統事故前の電源制御」

（７）暫定連系対策に関するまとめ

２．接続検討（第２段階）再回答



接続検討（第２段階）の再回答に係る対応（１/５） Ｐ58

＜説明会開催スケジュール＞
4月 5日（木） 秋田市 4月 6日（金） 盛岡市
4月10日（火） 青森市 4月11日（水） 仙台市

・平成30年1月31日付で回答した接続検討（第２段階）回答については，広
域機関で定められた本プロセスの募集要領に基づき記載したものになるが，
回答した負担額について，応募者が事業性を評価する上で，不明瞭な記載と
なっていたことから，3月26日付で負担額の記載を見直した回答書を再回答
している

・本見直し内容を含めた回答内容について，下記のとおり説明会を開催予定

＜不明瞭な記載であった部分＞

複数の応募者の連系により共同負担が期待できる「入札対象工事」や「その他供
給設備工事」（本プロセスではハブ変電所整備等が該当）について，実際は想定
されないような事業者の単独負担額を回答していた

⇒ 単独負担額の提示に替わり，連系可能量相当の連系を前提とした負担額を提示
する見直しを実施（次頁に「その他供給設備工事」での見直しの概要を示す）



Ｐ59接続検討（第２段階）の再回答に係る対応（２/５）

接続検討回答書の負担額の提示例

モデルケースにて再回答での負担額の提示例の概要を以下に示す

〔モデルケース（陸上風力）〕

応募容量 ［１，５３９万ｋＷ］

連系可能量 ［３５０万ｋＷ］

風力発電機容量 ［１０万ｋＷ］

一般負担の上限額 ［２.０万円/ｋＷ］

（１０万ｋＷ× ２.０万円/ｋＷ＝２０億円）

ハブ変電所に連系する最大容量（共有容量）［１００万ｋＷ］



Ｐ60接続検討（第２段階）の再回答に係る対応（３/５）

入札対象工事（基幹系統）の見直し内容（原則一般負担）

前回の回答では，①～②の幅で回答していたが，１事業者のみの負担の可能性は低

く，連系する事業者が少なくなれば入札対象工事も縮小されることから，容量按分

額（①）のみを考慮した負担額を示すこととした。

［事業者負担対象の算定］ ［事業者負担対象の算定］

3％

9７％

: 事業者負担対象

容量按分時 １事業者負担時供

入札対象工事費
100％

１０
万ｋＷ

３４０
万ｋＷ

全額
負担

: 事業者特定負担分

容量按分時 １事業者負担時供

3％
20億円

20億円

入札対象工事費
100％

: 一般負担分

①

②

入札対象工事（基幹系統）の特定負担算定の考え方



Ｐ61接続検討（第２段階）の再回答に係る対応（４/５）

その他供給設備（ハブ変電所等）の見直し内容（原則特定負担）

前回の回答では，容量按分時と１事業者負担時の特定負担額を考慮し，③～④の幅

で回答していたが， 応募容量全体の中で，あるハブ変電所に連系が集中する可能性

は低いことから，最大額として，共有容量を連系可能量（３５０万ｋＷ）ベース（

３５０万ｋＷ／１,５３９万ｋＷ＝約１／４）とするとともに，その工事費も縮小し

算定することとした。（⑤）

Ｇ

Ｇ
Ｇ

Ｇ
ＧＧ Ｇ

Ｇ Ｇ

100万kW
275kV

ハブ設備

66kV

Ｇ

25万kW

Ｇ
Ｇ

Ｇ Ｇ

154kV
ハブ設備

66kV

Ｇ
Ｇ

ＧＧ

ＧＧ

容量縮小
台数変更

共有する容量を
約1/4に縮小し
規模縮小

ハブ変電所等工事規模縮小イメージ ハブ変電所等の特定負担の考え方

ハブ変電所等
工事費
１００％

９０％

１０％

工事規模
縮小

容量按分時 １事業者
負担時

共有容量約１／４
での容量按分時

工事費を縮小し，共有容量
約１／４での容量按分時

③

④

⑤
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※１ 今後，開札結果により，工事内容等が変更となり負担額が増える可能性がある
※２ 連系可能量350万kWに相当する案件（350万kW/1539万kW≒23%）

接続検討（第２段階）の再回答に係る対応（５/５）

事業者の特定負担（「入札対象工事＋電源線＋その他供給設備工事」の特定負担）

1月31日時点回答 3月26日再回答

最小負担額0.1万円/kW

～最大負担額21億円/kW

最小負担額0.1万円/kW

～最大負担額140万円/kW※１

（参考）
kWあたりの最大特定負担額下位23ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ案件※２の最大特定負担額

1月31日時点回答 3月26日再回答

53.5万円/kW 6.1万円/kW※１
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